ターゲティング広告業務委託仕様書
１　業務目的
本業務は、京都市域における「ＳＮＳ型投資詐欺(※)」が被害件数・金額ともに増加傾向にある中、その大半がLINEに誘導されることで被害に遭っている現状を受け、LINEのバナー広告を使用することで、被害に遭うおそれのある市民にターゲティング広告を実施し、防犯意識の底上げと被害防止を図ることを目的とする。
※　投資すれば利益が得られると誤信させ、投資アプリ等に誘導するなどし、虚偽の
利益を表示する方法などにより心理的安心感を与え、架空の投資を継続させながら、
投資金名目やその利益の出金手数料名目などで金銭等をだまし取る詐欺。

　
２　委託期間
　　契約締結日から令和８年１２月３１日
３　業務内容
 受託者は、発注者と緊密に連携し、次に掲げる業務を行うものとする。
1  広告配信プランの策定及びターゲティング設計
最適な効果を得るためターゲットに応じた最適な広告媒体及び出稿スケジュールの選定を行う。
ア　配信地域及び対象年齢等
「京都市内」かつ「４０歳から６９歳まで」、性別は男女問わない。
イ　実施期間及び表示回数
「令和８年１２月末までの間における最適な期間」、「約５７万回表示」とする。
2  バナー広告の調達・調製及びリンク先
発注者が提供する画像をもとにバナー広告の編集、配信までの業務を行うこと。
サイズ、デザイン等の内容については別途指示する。
　⑶　校正
　　　広告掲載開始までに、２回以上の校正・確認を行うものとする。
4  広告配信運用及び入札管理
LINEのデジタル広告システム（トークリスト等）を用いた広告を出稿し、配信期間
中の入札単価や予算配分の最適化を行う。
5  効果測定及びデータ分析
配信期間中における各種指標（インプレッション数、クリック数、動画再生完了率
等）の継続的なモニタリングを行い、発注者に対し報告するものとする。
４　地域ターゲティングの制限
京都市の予算を京都市民へ効率的に投資するため、ＩＰアドレス、ＧＰＳ位置情報、
アカウント登録属性等を組み合わせ、隣接地域のユーザーへの無駄な広告露出を最小限
に抑える地域セグメント設定を行うこと。
５　費用積算の透明性及び請求方法
1  見積金額及び契約金額の提示にあたっては、広告出稿実費（媒体費）と、受託者の
運用代行手数料を明確に区分して積算根拠を記載すること。
2  業務完了時の精算において、広告出稿実費（媒体費）に余剰が生じた場合は、受託
者の手数料を日割り等で減額精算するか、または発注者の指示により広告実費分を全
額返還（減額変更契約）するものとする。
６　成果物の帰属及びアカウント譲渡
1  本業務のために新規に制作された動画・画像の著作権（著作権法第２７条及び第２
８条に規定する権利を含む。）及び所有権は、納品をもって全て発注者に無償で移転・
帰属するものとする。
2  本業務のために新設し運用した広告アカウントの運用権限及び期間中に蓄積され
たオーディエンスデータは、委託期間終了後に全て発注者に無償で移転・譲渡（又は
アカウントの引き渡し）を行うこと。
７　成果物の納品及び完了報告
受託者は、月次及び業務完了時に、配信実績（インプレッション数、クリック数、動
画再生完了率、クリック単価等）を可視化した効果測定レポートを提出すること。
この場合、単なる数値報告にとどまらず、どのターゲット層・媒体が最も費用対効果
が高かったかどうか分析するとともに、今後の広報戦略への改善提案を含むこと。

８　契約の解除及び協議
本仕様書に定めのない事項であっても、社会通念上当然に必要と思われるものについては本業務に含まれるものとし、業務の遂行において疑義が生じた場合は、発注者と
受託者が必要に応じて協議の上、決定するものとする。
９　受託者の条件
　　以下の⑴～⑶のいずれの条件も満たしていること。
1  地方自治法施行令第１６７条の４の規定（破産者、入札を妨げる者等）に該当しな
いものであること。
2  本市の入札参加資格者名簿に登録されており、業務の履行に必要な能力・技術等を
有する作業員を有していること。
3  本市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定す
る暴力団密接関係者に該当しないものであること。

10　連絡先
　　京都市文化市民局文化市民部くらし安全推進課
　　住所：京都市中京区寺町通御池上る上本能寺町４８８　京都市役所地下１階
　　電話：０７５－２２２－３１９３　ＦＡＸ：０７５－２１３－５５３９
　　担当：澤井・狩野
